
令和3年度契約

公益法人
の区分

国認定、都
道府県認
定の区分

応札・応
募者数

農業IoTソリューション　ゲートウェイ

国立研究開発法人
国際農林水産業研究センター
理事長　小山　修
茨城県つくば市大わし1-1

令和3年11月25日
ソフトバンク株式会社
東京都港区海岸1ｰ7ｰ1
法人番号：9010401052465

適切な収穫期予測や病害虫予測及び水稲増収
効果の解明のためには現地での継続的な環境モ
ニタリングが必要であり、別のシステムに切り替
えることは費用と時間がかかるだけでなく、特定
情報システムとしての安全性にも関わる。既に昨
年度以降、熱帯・島嶼拠点を疑似水田としてデー
タを蓄積し活用していることに加え、締結した共同
研究契約により、ソフトバンク社が平成29年以降
蓄積したデータを活用できる点は意思決定支援
ツール作成の効率化に貢献する。また海外での
稼働経験があり、露地栽培地に設置可能なe-
kakashiを用いることは、今後様々な地域で環境
モニタリングを進める上で非常に効率的であり、
プロジェクト終了後の普及や技術移転を検討した
際に、海外展開を進めるe-kakashi以外の機器を
利用することはできない。
会計規程第38条第1項第1号及び随意契約に関
する取扱いについて第2（2）

－ 6,629,931 －

フタバガキ科林業樹種のゲノム配列決定解
析業務

国立研究開発法人
国際農林水産業研究センター
理事長　小山　修
茨城県つくば市大わし1-1

令和3年11月25日

Apical Scientific Sdn. Bhd.
No. 7-1 to 7-4, Jalan SP 2/7,
Taman Serdang Perdana, Seksyen
2, 43300 Seri Kembangan, Selangor,
Malaysia

Apical Scientific社は、世界各国の試料の分析実
績を有し、日本国内はもとより諸外国の他社に比
べ、低コストで高品質な解析を提供している機関
であり、解析データにおける連続性の確保のため
に不可欠な代替性のない技術を必要とするた
め。なお、本業務は支払い時の為替レートによっ
て公表の対象となった。
会計規程第38条第1項第1号及び随意契約に関
する取扱いについて第2（2）

－ 1,012,309 －

公益法人の場合

備考

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商号又は名称
及び住所

随意契約によることとした業務方法書又は
会計規定等の根拠規定及び理由

予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数
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